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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　以下の構造１：
【化１】

を有するキノイド化合物であって、
　Ｒ１－Ｒ４のそれぞれは互いに独立して、ハロゲン、ＣＮ、完全にハロゲン化されたＣ

１－Ｃ１０アルキル基、電子求引性のアリール基、および電子求引性のヘテロアリール基
から選択され、
　ＸおよびＹは、
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【化２】

から選択され、
　Ａｒは、アクセプタ置換された完全にハロゲン化された芳香族炭化水素である、キノイ
ド化合物。
【請求項２】
　Ｒ１－Ｒ４は、完全にフッ素化されたＣ１－Ｃ１０アルキル基、およびフッ素から選択
されることを特徴とする請求項１に記載のキノイド化合物。
【請求項３】
　Ａｒはアクセプタ置換された完全にフッ素化された芳香族炭化水素であることを特徴と
する請求項２に記載のキノイド化合物。
【請求項４】
　電子構造素子および光電子構造素子における、有機半導体基質材料をｐ－ドープするた
めのドーパントまたは電荷注入層としての、請求項１に記載のキノイド化合物の、使用。
【請求項５】
　有機基質化合物およびｐ－ドーパントを含んでいる有機半導体材料であって、該ｐ－ド
ーパントが、請求項１に記載の化合物であることを特徴とする有機半導体材料。
【請求項６】
　ドーパント対基質分子のドーピングモル比、またはドーパント対重合体基質分子の単量
体ユニットのドーピング比が、１：１から１：１００であることを特徴とする請求項５に
記載の有機半導体材料。
【請求項７】
　機能的かつ電気的に活性な領域を有する電子構造素子または光電子構造素子であって、
電気的に活性な該領域が、請求項１に記載の化合物を含んでいることを特徴とする電子構
造素子または光電子構造素子。
【請求項８】
　電気的に活性な上記領域が、請求項１に記載の化合物を少なくとも１つ用いて上記半導
体材料の電子的特性を変化させるために、少なくとも１つのドーパントを用いてドーピン
グされた有機半導体基質材料を含んでいることを特徴とする請求項７に記載の電子構造素
子または光電子構造素子。
【請求項９】
　有機発光ダイオード、光電池、有機太陽電池、有機ダイオードまたは有機電界効果トラ
ンジスタの形態である、請求項７に記載の電子構造素子または光電子構造素子。

【発明の詳細な説明】
【発明の詳細な説明】
【０００１】
　本発明は、キノイド化合物、ならびに電子構造素子および／または光電子構造素子にお
ける、有機半導体基質材料のドーピングのためのドーパント、電荷注入層、正孔ブロッカ
ー層、電極材料、輸送材料自体または記憶材料としてのキノイド化合物の使用に関する。
また、本発明は、有機半導体材料および電気構造素子もしくは光電気構造素子に関する。
【０００２】
　シリコン半導体などの無機半導体と同様に、有機半導体材料についても、それらの電気
特性、特に導電性を変化させるためにドーピングを用いることは周知である。ここで、使
用されるドーパントの種類に依存する、当初は非常に低い導電性の増大、つまり半導体材
料のフェルミ準位の変化は、基質材料に荷電粒子を生じさせることによって実現される。
この場合、ドーピングは、電荷移動層の導電性を増大させて抵抗損の低下を生じ、そして
、各コンタクト部位と有機層との間における荷電粒子の移動度が向上する。アルカリ金属
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（例えばセシウム）またはルイス酸（例えばＦｅＣｌ３、ＳｂＣｌ５）などの無機ドーパ
ントは、それらの高い拡散係数に起因して、電子素子の機能および安定性に悪影響を及ぼ
すので、有機基質材料には一般的に不都合である。Ｄ．Ｏｅｔｅｒ，　Ｃｈ．Ｚｉｅｇｌ
ｅｒ，　Ｗ．Ｇｏｅｐｅｌ，Ｓｙｎｔｈｅｔｉｃ　Ｍｅｔａｌｓ（１９９３），６１　１
４７－５０、　Ｙ．Ｙａｍａｍｏｔｏ　ｅｔ　ａｌ．，（１９６５）　２０１５、Ｊ．Ｋ
ｉｄｏ　ｅｔ　ａｌ．，Ｊｐｎ　Ｊ．　Ａｐｐｌ．　Ｐｈｙｓ．，４１　（２００２）　
Ｌ３５８－６０を参照のこと。さらに、後者のドーパントは、工業的な使用に際して非常
に困難を生じるほどの、高い蒸気圧を有している。また、技術的に実際に興味深い正孔伝
導体材料のドーピングにとって、これらの化合物の還元電位が低すぎることが多い。さら
に、上記ドーパントの極めて激しい反応性が工業的な使用を困難にしている。
【０００３】
　本発明の主な目的は、現在の技術上の欠点を克服し、ドーパント、電荷注入層、正孔ブ
ロッカー層、電極材料、輸送材料自体、または記録材料として使用可能な化合物を提供す
ることである。上記化合物は、充分に高い還元電位を有し、基質材料に対する妨害作用を
有しておらず、基質材料において荷電粒子数を効率的に増大させ、取り扱いが比較的容易
であることが好ましい。
【０００４】
　本発明のさらなる目的は、これらの化合物の使用に関する見込みを示すこと、ならびに
開示される化合物が使用され得る有機半導体材料および電子構造素子もしくは光電子構造
素子を提供することである。
【０００５】
　例えば、実質的に同じ化合物であるが、他の酸化状態だけが異なるジアニオンおよびラ
ジカルアニオンは、そのキノイド化合物の誘導体と理解されるべきである。
【０００６】
　第１の目的は請求項１に係るキノイド化合物によって解決される。さらなる目的は、さ
らなる独立請求項の主題によって解決され、好ましい実施形態が従属請求項に示されてい
る。
【０００７】
　驚くべきことに、新規なキノイド構造が、有機半導体基質材料と逆のｐ－ドーパントと
して中性の形態において使用されるときに、本発明に係るキノイド化合物は、従来公知の
アクセプタ化合物よりも非常に高い強度および／または安定性を有するドーパントを生成
することが分かった。
【０００８】
　特に、本発明に係る化合物を用いた場合に電荷移動層の導電率が大きく上昇するか、お
よび／または電子構造素子として適用した場合にコンタクトと有機層との間の電荷粒子の
移動が大きく向上する。本発明にしたがって上記キノイド構造をドープ層に用いると、特
に、特定の周囲の物質から電子が少なくとも１つ移動することによって、ＣＴ錯体が形成
されると想定されるが、この想定に制限されない。また、基質材料を移動可能な、基質材
料のカチオンが形成される。このように、基質材料は、ドープされていない基質材料の導
電率と比較して向上した導電率を獲得する。ドープされていない基質材料の導電率は、一
般に１０－８Ｓ／ｃｍ未満であり、特に１０－１０Ｓ／ｃｍ未満であることが多い。ここ
で、基質材料の純度が充分に高いことに留意するべきである。このような純度は、従来の
方法、例えば勾配昇華法を用いて実現され得る。このような基質材料の導電率は、ドーピ
ングによって１０－８Ｓ／ｃｍ、しばしば１０－５Ｓ／ｃｍを超えて向上され得る。これ
は、特に、Ｆｃ／Ｆｃ＋に対して－０．５Ｖ、好ましくは０Ｖ、特に好ましくは＋０．２
Ｖを超える酸化電位を有する基質材料に当てはまる。Ｆｃ／Ｆｃ＋という表記は、電気化
学的な電位の測定（例えばシクロボルタンメトリー）において基準として使用されるフェ
ロセン／フェロセニウムの酸化還元対を示している。
【０００９】
　また、上記キノイド化合物は正孔注入層として使用され得る。したがって例えば、陽極
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／アクセプタ／正孔輸送体という層構造が生成され得る。正孔輸送体は単一層または混合
層であり得る。また特に、正孔輸送体はアクセプタを用いてドープされ得る。陽極は例え
ばＩＴＯであり得る。アクセプタ層は例えば０．５ｎｍ～１００ｎｍの厚さであり得る。
【００１０】
　さらに、本発明によれば、上述のキノイド化合物が、電子構造素子における注入層、好
ましくは電極と半導体層との間にあるドープされ得る注入層として使用され得ることが分
かった。また、本発明によれば、上述のキノイド化合物が、好ましくは電子構造素子にお
けるエミッタ層と輸送層との間にある、遮断層として使用され得ることが分かった。本発
明にしたがって使用される化合物は、大気とのそれらの反応性に比して非常に高い安定性
を有する。
【００１１】
　（ドーピング）
　例えばフタロシアニン錯体（例えばＺｎ（ＺｎＰｃ）、Ｃｕ（ＣｕＰｃ）、Ｎｉ（Ｎｉ
Ｐｃ）または他の金属）が、ｐ－ドーピング可能な基質材料として使用され得、フタロシ
アニン配位子は置換され得る。また、ナフトシアニンおよびポルフィリンの他の金属錯体
が、必要に応じて使用され得る。さらに、アリール化アミンもしくはヘテロアリール化ア
ミン、またはベンジジン誘導体がまた、基質材料として使用され得る。これらのアミンま
たはベンジジン誘導体は、置換体または非置換体であり得、例えばＴＰＤ、ａ－ＮＰＤ、
ＴＤＡＴＡであり得、特にスピロ結合を有するもの（例えばスピロＴＴＢ）であり得る。
特に、ａ－ＮＰＤおよびスピロＴＴＢが基質材料として使用され得る。
【００１２】
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【化１】

【００１３】
　多環式の芳香族炭化水素に加えて、複素環式の芳香族化合物（例えば、特にイミダゾー
ル、チオフェン、チアゾール誘導体、ヘテロトリフェニレン）、またはこれ以外の他の化
合物が、基質材料として使用され得、ダイマー、オリゴマーまたはポリマーの複素環式芳
香族化合物が、必要に応じて基質材料として使用され得る。複素環式の芳香族化合物は、
好ましくは置換されており、特にアリール置換（例えばフェニル置換またはナフチル置換
）されている。また、複素環式の芳香族化合物は、スピロ化合物であり得る。
【００１４】
　また、例示した基質材料は、互いに混合されるか、または他の物質と混合されて本発明
の構成に使用され得ることが理解される。また、半導体特性を有する他の適切な有機基質
材料が使用され得ることが理解される。
【００１５】
　（ドーピング濃度）
　上記ドーパントは、ポリマー基質分子のモノマー単位または基質分子に対して、好まし
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くは１：１以下、好ましくは１：２以下、特に好ましくは１：５以下または１：１０以下
のドーピング濃度である。ドーピング濃度は、上述の範囲に限定されることなく、１：１
から１：１００，０００までの範囲、特に１：５から１：１０，０００または１：１０か
ら１：１，０００までの範囲、例えば１：１０から１：１００または１：２５から１：５
０までの範囲であり得る。
【００１６】
　（ドーピングの実施）
　本発明にしたがって使用される化合物を用いた特定の基質材料のドーピングは、以下の
（ａ）～（ｅ）の工程の１つまたはこれらの組合せによって実施され得る。
（ａ）基質材料供給源およびドーパントの供給源を用いた真空中における混合蒸着。
（ｂ）基板上に対する基質材料およびｐ－ドーパントの順次堆積、およびこれに続く特に
熱処理によるドーパントの内部への拡散。
（ｃ）ｐ－ドーパントの溶液による基質層のドーピング、およびこれに続く特に熱処理に
よる溶媒の蒸発。
（ｄ）基質材料層の表面に形成されたドーパントの層による、基質材料の表面ドーピング
。
（ｅ）基質分子およびドーパントの溶液の生成、およびこれに続く従来の方法（例えば、
溶媒の蒸発または遠心分離）によるこの溶液の層の生成。
【００１７】
　また、上記ドーピングは、必要に応じて、熱処理および／または放射線照射の間にドー
パントを放出する前駆化合物から当該ドーパントが蒸着されるように実施され得る。例え
ば、ドーパントの放出中にＣＯまたは窒素などを出す前駆化合物として、カルボニル化合
物または二窒素化合物などを使用し得る。また、塩（例えばハロゲン化物など）などの他
の適切な前駆体を使用し得る。蒸着に必要な熱は、放射線照射によって実質的に供給され
得る。また、放射線は、蒸着される化合物、前駆物質または化合物錯体（例えば電荷移動
錯体）の特定の帯域に絞って照射されて、錯体の解離（例えば励起状態への遷移）によっ
て化合物の蒸着を促進し得る。しかし、上記錯体は、特に、解離しない特定の条件におけ
る蒸着、または基板上への付与に対して、十分に安定であり得る。他の適切な工程を使用
してドーピングを実施し得ることが理解される。
【００１８】
　したがって、このようにして、種々の用途に使用可能な有機半導体のｐ－ドーピング層
が生成され得る。
【００１９】
　（半導体層）
　半導体層は、本発明にしたがって使用されるキノイド構造によって形成され得、当該半
導体層は、必要に応じて、例えば導電路またはコンタクトなどのようにむしろ直線状に設
計される。上記キノイド構造は、ここでは基質材料として機能し得る他の化合物とともに
、そのドーピング濃度が１：１以下であり得るｐ－ドーパントとして使用され得る。また
、使用されるドーパントは、特定の他の化合物または成分より多量に存在し得る。すなわ
ち、当該ドーパントの比率が、特定の他の化合物または成分に対して１：１を超える比率
（例えば２：１以上、５：１以上、１０：１以上、２０：１以上またはそれ以上）になり
得る。特定の他の成分は、ドーピング層を生成する場合に基質材料として使用され得る成
分であり得るが、これに限定されない。また、使用されるドーパントは、必要に応じて実
質的に同質の純粋な形態として（例えば単一層として）存在し得る。
【００２０】
　ドーパントを含んでいる領域、または実質的もしくは完全にドーパントからなる領域は
、例えば上述の基板上に配置された有機半導体材料および／または無機半導体材料と、導
電的な接触を生じ得る。
【００２１】
　特に上記キノイド構造は、本発明にしたがってｐ－ドーパントとして、例えば１：１以
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上または１：２以上の比において好ましく使用される。例えば、ＺｎＰｃ、スピロＴＴＢ
、またはａ－ＮＰＤを基質半導体層として用いる場合に、本発明にしたがってｐ－ドーパ
ントとして使用される電子求引性化合物によって、室温において１０－５Ｓ／ｃｍ以上（
例えば１０－３Ｓ／ｃｍ以上、例えば１０－２Ｓ／ｃｍ）の範囲の導電率が実現され得る
。フタロシアニン亜鉛を基質として用いる場合に、１０－８Ｓ／ｃｍを超える導電率、例
えば１０－６Ｓ／ｃｍが実現された。一方、ドーピングされていないフタロシアニン亜鉛
の導電率は、最大でも１０－１０Ｓ／ｃｍである。
【００２２】
　上記ドーパントを含んでいる層または構造は、１つ以上の異なるキノイド構造を含有し
得ると理解される。
【００２３】
　（電子構造素子）
　特に層または導電路の形態に形成され得るｐ－ドープされた有機半導体材料を、上述の
化合物を用いて生成する場合、導電路を含んでいる電子装置または複数の電子構造素子が
、ｐ－ドーピング有機半導体層を用いて製造され得る。また、本発明から鑑みて、”電子
構造素子”は、光電子構造素子を包含する。構造素子の機能的かつ電気的に活性な領域の
電気的特性（例えば導電率または発光特性など）は、上述の化合物を用いることによって
有利に変化させられ得る。こうすることによって、ドーピング層の導電率が向上し得るか
、および／またはドープ層へのコンタクトの電荷粒子注入が向上され得る。
【００２４】
　本発明は、上記電子求引性キノイド構造によって生成された、特に有機発光ダイオード
（ＯＬＥＤ）、有機太陽電池、電界効果トランジスタ、有機ダイオード（特に、例えば１
０３－１０７、好ましくは１０４－１０７または１０５－１０７という高い整流比を有す
る有機ダイオード）、および有機電界効果トランジスタを包含する。電子求引性基もしく
はアクセプタ基、または電子求引性構造は、それらが水素より強い電子求引性作用を有し
ていることについて、本発明にしたがって理解される。“電子求引性のアリール基および
ヘテロアリール基”は、ベンゼンより低い電子密度を有し、電子が不足している芳香族化
合物および／または複素環式の芳香族化合物を意味する。
【００２５】
　電子構造素子において、有機基質材料に基づくｐ－ドーピング層は、例えば、各層の基
材または基質材料が有機物であることが好ましい、以下の層構造を示し得る。
ｐ－ｉ－ｎ：ｐ－ドープ半導体－真性半導体－ｎ－ドーピング半導体。
ｎ－ｉ－ｐ（ｎ－ドーピング半導体－真性半導体－ｐ－ドーピング半導体）。
“ｉ”は同様に非ドープ層であり、“ｐ”はｐ－ドープ層である。コンタクト材料は、こ
こでは正孔を注入しており、ｐ側に例えばＩＴＯもしくはＡｕの層もしくはコンタクトが
設けられ得るか、またはコンタクト材料は、電子を注入しており、ｎ側にＩＴＯ、Ａｌも
しくはＡｇの層もしくはコンタクトが設けられ得る。
【００２６】
　上述の構造においてｉ層は必要に応じて省いてもよく、その場合、ｐ－ｎ遷移またはｎ
－ｐ遷移を有する層配列が形成され得る。
【００２７】
　しかし、上述した化合物の使用は上述の実施形態の例に限定されない。特に、追加の好
適な層の導入によって、層構造が補われ得るか、または変更され得る。特にこのような層
配列（特にｐｉｎ構造またはｎｉｐ構造）を有するＯＬＥＤは、上記化合物を用いて形成
され得る。
【００２８】
　特に、金属－絶縁体－ｐ－ドーピング半導体型（ｍｉｎ）の有機ダイオード、または必
要に応じてｐｉｎ型の有機ダイオードが、上述のｐ－ドーパント（例えばフタロシアニン
亜鉛に基づくドーパント）の助けを受けて、生成され得る。これらのダイオードは、１０
５以上の整流比（上記構造部の逆方向への電流フローに対する、輸送方向への電流フロー
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の相対的な整流比）を示す。さらに、同じ半導体材料がｐ－ドープ側およびｎ－ドープ側
に使用される（ホモｐ－ｎ遷移）ｐ－ｎ遷移を有する電子構造素子が、上記化合物を用い
て生成され得る。
【００２９】
　しかし、本発明に係る化合物はまた、他の成分より多く含まれている（例えば純粋な形
態または実質的に純粋な形態における注入層として）場合に、電子構造素子における層、
導電路または点接触などに使用され得る。
【００３０】
　本発明の他の目的および利点が、以下の例を用いて例示的に記載されている。これらの
例は単に例示であって、本発明の範囲を限定するものではない。
【００３１】
　（キノイド化合物の調製）
　本発明に係るキノイド化合物は、公知の工程にしたがう酸化によって、適切なジヒドロ
化合物から合成され得る。当該ジヒドロ化合物は、電子が不足している芳香族化合物また
は複素環式の芳香族化合物から、ＣＨ酸性化合物の求核性置換によって調製され得る。（
１）Ｌ．　Ｂｒｕｃｓｉｓ、Ｋ．　Ｆｒｉｅｄｒｉｃｈ、Ｃｈｅｍ．　Ｂｅｒ．　１０９
　（１９７６）　２４６９－７４、（２）Ｓ．　Ｙａｍａｇｕｃｈｉ　ｅｔ　ａｌ．、Ｂ
ｕｌｌ．　Ｃｈｅｍ．　Ｓｏｃ．　Ｊｐｎ．　６２　（１９８９）　３０３６－７、（３
）Ｅ．Ｌ．Ｍａｒｔｉｎ　ＵＳ　３５５８６７１を参照のこと。ここでは、本発明に係る
キノイド化合物の合成は、以下の反応式における、ヘキサフルオロベンゼンａおよびシア
ノテトラフルオロベンゼンアセトニトリル化合物ｂの例を用いて示される。
【００３２】
【化２】

【００３３】
　ＣＨ酸性反応物における保護基（例えばアルキル、ベンジル、トリアルキルシリルまた
はチオアルコキシ）は、第２の置換にとって有利であり得る。
【００３４】
　〔合成の例〕
　（ジヒドロ化合物）
　４，４’－デカフルオロジベンズヒドリエンル（Ｄｅｃａｆｌｕｏｒｏｄｉｂｅｎｚｈ
ｙｄｒｙｅｎｌ）－２，３，５，６，２’，３’，５’，６’－オクタフルオロ－ビフェ
ニレンの合成
【００３５】
【化３】

【００３６】
　２当量のジペンタフルオロフェニル－ｔ－ブチルメタンの少量のグリム（ｇｌｙｍｅ）
溶液を、保護気体の条件において氷冷しながら、２当量の水素化ナトリウムのグリムの懸
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濁液におだやかに混合する。添加が完了した後に、混合物を室温において３０分以上にわ
たって攪拌する。１当量のデカフルオロビフェニルを短時間に加えて、混合物を６０°Ｃ
において３時間にわたって加熱する。冷却した後に、混合物を、水を用いて沈殿させ、少
量のメタノールおよびエーテル用いて洗浄する。得られた生成物を、保護気体の雰囲気、
沸騰しているジフェニルエーテル、およびブタンの分離という条件において数分間にわた
って、黄色かがったオレンジ色の生成物に転換させる。当該生成物は、冷却後に吸引によ
って取り出され得る。Ｆｐ．は２５０℃未満である。
【００３７】
　３，６ビス［１－シアノ－１－（４－シアノ－テトラフルオロフェニル）－メチレン］
－２，５－ジフルオロ－フェニル－１，４－ジカルボニトリルの合成
【００３８】
【化４】

【００３９】
　２．５ｍｍｏｌのテトラフルオロテレフタロニトリルおよび５．１ｍｍｏｌのＮａＨを
、アルゴン雰囲気下において５０ｍｌのジメトキシエチレンに懸濁させた。５ｍｌのジメ
トキシエチレンに溶解させた６．０ｍｍｏｌ（１．２８ｇ）の２－ｔ－ブチル－４’－シ
アノテトラフルオロフェニルアセトニトリルを、５°Ｃにおいてこの混合物に滴下した。
室温において３０時間にわたって攪拌した後、混合物を２００ｍｌの氷水に注ぎ、塩酸を
用いて酸性化した。得られた紫色の固体をろ過して真空中において乾燥させた。この生成
物を適切な溶媒からの再結晶化によって精製し、続いて２５０℃において、ジフェニルエ
ーテルにてブタンを分離した。冷却後にエーテルを加え、混合物をさらに低温にした。沈
殿した生成物を吸引によって取り出し、真空中において乾燥させた（収量：１．５５ｇ）
。ＥＳＥ－ＭＳ分析（陰性検出、ＭｅＯＨ／０．５ｍＭのＮＨ４ＯＡｃ溶液からの直接注
入）：ｍ／ｚ＝５８７［Ｍ－Ｈ］－，２９３［Ｍ－２Ｈ］２－。
【００４０】
　（キノイド化合物の合成（酸化））
３，６－ビス［１－シアノ－１－（４－シアノ－フェニル）－メチリデン］－２，５－ジ
フルオロ－シクロヘキサ－１，４－ジエン－１，４－ジカルボニトリルの合成
【００４１】
【化５】

【００４２】
　対応するジヒドロ化合物をさらに精製することなく混合して、氷酢酸を用いて完全に溶
液化させ、０℃まで冷却した硝酸および臭化水素酸の混合物を添加した。添加の終了後に
、上記混合物を室温においてさらに攪拌し、固体が沈殿し始めるまで水と混合し、室温に
おいて攪拌した。オレンジ色の固体を吸引によって取り出し、水を用いて洗浄し、真空中
で乾燥させた（すべての段階を通した収量：７６％）。ＤＩ－ＭＳ（ＥＩ）：ｍ／ｚ＝５
８６［Ｍ］＋．．１９Ｆ－ＮＭＲ（ＣＤ３ＣＮ）：δ＝－１００．５（ｍ、２Ｆ），－１
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【００４３】
　（ドーピングにおける応用例）
　電子が非常に不足しており、電子求引性の非常に高いキノイド化合物が、非常に高純度
な状態において提供される。
【００４４】
　レシーバーに入れた、電子が不足しているキノイド化合物を、基質材料と同時に蒸着さ
せる。例示的な実施形態によれば、基質材料はフタロシアニン亜鉛、スピロＴＴＢ、また
はａ－ＮＤＰである。ｐ－ドーパントおよび基質材料は、真空蒸着システムにおいて基板
上に凝結した層が、ｐ－ドーパント：基質材料＝１：１０のドーピング比を有するように
蒸着され得る。
【００４５】
　ｐ－ドーパントを用いてドープした有機半導体材料の特定の層は、ガラス基板上に設ら
れたＩＴＯ層（インジウムスズ酸化物）上に形成される。ｐ－ドープした有機半導体層の
形成後に、金属陰極が例えば適切な金属の蒸着によって形成されて、有機発光ダイオード
を作製する。有機発光ダイオードは、積層順がガラス基板－金属陰極－ｐ－ドーピング有
機層－透明な導電性の被覆層（例えばＩＴＯ）である、いわゆる反転層構造を有し得るこ
とが理解される。用途に応じて、上述の各層の間にさらなる層が設けられ得ることが理解
される。
【００４６】
　３，６－ビス［１－シアノ－１－（４－シアノ－フェニル）－メチリデン］－２，５－
ジフルオロ－シクロヘキサ－１，４－ジエン－１，４－ジカルボニトリルを使ったドーピ
ング
　ドーピングの効果は、３，６－ビス［１－シアノ－１－（４－シアノ－フェニル）－メ
チリデン］－２，５－ジフルオロ－シクロヘキサ－１，４－ジエン－１，４－ジニトリル
（５ｍｏｌ％）の、スピロＴＴＢを用いたＣｏ蒸着、および得られた混合層の導電率の測
定によって確認された。ドーピング層の導電率は１．８×１０－４Ｓｃｍ－１であった。
【００４７】
　上述の記載および特許請求の範囲に開示されている本発明の特徴は、様々な実施形態に
おいて本発明を実施するために、個別にかつ任意の組合せにおいて必須であり得る。
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